
論 文

幸福の増進から不正義の消去へ
―規範理論と構造的暴力―

大 山 明 男

１．目的―なぜ「不正義」なのか

本稿は，世界にある「不正義」の存在を認識し消し去るための方法について
検討する。近年，人々の生活のあり方を対象として，幸福や福祉の測定やその
増進が目的の研究が盛んになってきた。それに関連する研究分野として２０世紀
半ば頃からの厚生経済学の展開がある。また他に，不平等や格差に注目する研
究の伝統がある。これらは方法が違うが，問題意識をある程度共有していると
思われる。すなわちそれらの研究は，所得や財，資産等の分配状況を調査した
上でその状況を何らかの基準で指標化したり判断を下したりする。そのような
事実解明的研究からさらにそれをもとにその指標の増大や格差の縮小を図ると
いうように規範理論を展開する。その結果それら各々の研究分野の進歩におい
て互いに成果を吸収しながら収斂する部分があるようである。筆者はそれら研
究には社会を対象にした規範理論に必須の，不正義の存在への視点が欠けてい
ると考えている。
それら「幸福や福祉を増進する」という目的を掲げる諸研究（以下，まとめ

て「幸福測定研究」と呼ぶ）においてそれを「人々の生活の質を向上させる」
と共通に言い換えて議論が行われている。それらの主な関心は「幸福＝生活の
質」を規定するものが何であるかの特定やその結果を元にした「幸福の増進＝
生活の質の向上」である。そしてそこでの最初の焦点は幸福を規定する「対象」
は何かにある。それに対して，本稿がまず問題の糸口とするのはその「人々」
の部分である。それは規範理論における主体に当たり，ある規範理論が実際に
適用されるときに与る主体は誰かという点に関連する。言葉上「人々」を含む
ある規範理論が現実に対して適用されるとき，明示されないが成員資格をもつ
者と持たない者の線引きが行われ，「人々」に該当する人と，そこから排除さ

幸福の増進から不正義の消去へ

６９



れる人間が生じる。
アマルティア・センは従来の政治哲学の「公正な社会」を目標とするアプロー

チに代え，この世界のあちこちにある「不正義injustice」を認識しそれを取り
除くということの重要性を述べている。センのそのための方法には，後に触れ
るように問題があると考えているが，その視点に関する限り異論はない。本稿
での不正義の状況への考察において，先の幸福測定研究は，不正義を放置する
だけでなくその生成や再生産に加担している部分さえあると考えている。一般
に規範理論はその実践のため，何らかの政策当局を介して統治と関わっている
が，世の中の統治に関わる側面を考慮に入れ，それが生み出しかつ再生産する
不正義を社会構造において捉えることを射程において不正義を考察する研究の
方向は，ガルトゥングのいう不正義に近い１。
本稿では具体的な社会の成員として，明に暗に，当然対象としている成員の

範囲でも，それは単に形式であり，その形式とは独立に実質的に主体の外に置
かれている問題を取り上げる。不正義の存在を議論の対象とするには，まずそ
れを認識する作業が必要である。本稿では具体的に，原子力発電所における労
働を前提とした被曝線量の上限の引き上げ，そしてホームレスの排除を目的と
した行政によるアート設置を取り上げ，そこにある不正義の生成を指摘する。
それらの状況は社会のあり方の中である種の必要性から統治の一部として作ら
れていることを述べる。またその考察において，従来の幸福・福祉の測定アプ
ローチや厚生経済学が不正義の状況を認識しないことの方法論上の問題を議論
する。そして，それらを踏まえ不正義を認識することを含めた規範理論の方法
について議論する。最後に今後に向けて，その方法について先に挙げたものと
は別の既存の研究分野の存在やそれらの関係を述べたい。

１ 著者は自身で長い間ある同一の問題を研究してきたと考えていたが，それを
正確に言い表す言葉を探しあぐねてきたという思いがあった。「不正義injustice」
がそれを表現するのに適していると感じたのは，センの『正義のアイデア』の
序文を読んだときであるが，それを用いた本稿での議論の内容までを考慮する
と，むしろガルトゥングが，構造的暴力＝制度的暴力が存在する状況を「社会
的不正義social injustice」と呼ぶときに使っている不正義が近い。
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２．幸福測定研究の形式と「不正義」の位置

ここでは，社会を対象にしたある範囲の規範理論が共通に「不正義」を扱い
えないことを示すため，その共通の形式と「不正義」の関係を明らかにしたい。

２．１ 幸福測定研究共通の形式―「人々の生活の質を向上させる」
不正義を扱うための理論的要点を抽出するために検討すべき従来の研究とし

て念頭に置いているものは大別して，１．現代政治哲学，２．厚生経済学，
３．幸福・福祉の測定アプローチ，である。これらは，研究の進展とともにあ
る程度の収斂を見せている部分もあるが，それ以前にこれらには研究の対象や
内容に重なり合う部分がある。そこにみられる規範の共通の形式を取り出すと，
「人々の生活の質を向上させる」と表現できる２。
「人々」の部分は置いておくとして，「生活の質を向上させる」という部分に
ついて，若干の違和感があるかもしれない。現代政治哲学に大きな影響を与え
たジョン・ロールズの議論において，考慮すべき分配の対象は，「社会的基本
財」と呼ばれるものである。それは彼の著書『正義論』において論じられた「公
正としての正義」の中核部分である「正義の二原理」の下での分配対象であり，
自由と機会，所得や富，自尊のための社会的基盤など，合理的な人間ならば誰
もが望むと想像されるものが含まれる。つまりそれはロールズの考える人々の
「生活の質」を担保するものである。
厚生経済学はそのポジティブな理論としてミクロ経済学を基礎としている。

ミクロ経済学は元々，市場経済の描写が目的である。それを用いて，市場で取
引される財・サービスの人々の分配状態を基準にその再分配により状態の改善
を考えることが規範理論としての厚生経済学の第一歩であった。その発展の中

２ これら各々は膨大な文献の集積として存在し，本稿の範囲を遥かに超える。
よって本稿で言及する文献から該当研究を挙げると，現代政治哲学については，
Rawls（１９７１），Rawls（１９９９），厚生経済学については，Sen（１９８５），蓼沼（２０１１），
幸福・福祉の測定アプローチについては，Frey and Stutzer（２００２），Stiglitz,
Sen and Fitoussi（２０１０）がある。また，Sen（２００９）はそれら全体を概観した
上で批判的検討を行っている。
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で，市場で取引される財から考慮対象の拡張が行われているが，ひとまず市場
社会に生きる人々が入手できる手段として財を「生活の質」を決定するものと
考えそれに関心を持つことは市場経済を前提とした規範理論の一次接近として
考えることはできよう。
幸福（や福祉）の測定アプローチ３について，幸福＝生活の質を測定すると

いうのはそれ自体では事実解明的であるがその目的はその向上や増進であり，
結果はそのために利用されることを考えれば，「人々の生活の質を向上させる」
という目的と内容の規範理論に分類できる。またそれと同様に，ある研究がそ
れ自体で規範理論としては完結していなくともそれを志向した部分に位置づけ
られるものもある。たとえば，ある社会について貧困や格差を把捉することを
目的にする研究である。
以上のように，それらに共通する規範的内容は「人々の生活の質を向上させ

る」といえよう。この「人々の生活の質を向上させる」という記述の形式につ
いてさらに考察する。それにより，それら共通の性質として，不正義を扱わな
い，あるいは扱いえないこと示す。

２．２ 規範理論とそれが接続される事実認識
先に進むためにここではまず，社会を対象にした規範理論とそれが接続され

る事実認識の関係について一般的な整理と確認をしておく。
以上のように，先の研究分野の目的は「人々の生活の質を向上させる」と共

通に言い表すことができる。この「生活の質を向上させる」という記述は規範
的なものであり，それを目的としたものは広く社会を対象とした規範理論研究
の中に位置づけられる。
まず規範理論一般の方法について考察する。ある規範理論を目的通りに実際

に遂行するには，まずその規範理論が適用される現実世界のある状況を把握す
る事実認識が行われ，それに対する何らかの基準での判断のもと現実に働きか
け，その規範理論が目指す方向へ導くという手順が取られるであろう。ここで
の文脈で説明すれば，「人々の実際の生活の質を基準に，それを向上させる」
のであるから，「人々の生活の質」がいかにあるかについて事実認識が行われ

３ 実際，幸福は「生活の質」に言い換えられることが多い。
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て，それが改善を必要と判断されるならそれをそう向かわせる規範的内容が付
加されることになる４。つまり「人々の生活の質を向上させる」という規範理
論的形式であるが，その方法は「生活の質」を何らかの対象で把握し，何かの
手段でその向上をはかることが最終的な目標となる。
つまりまず，諸研究の各立場の特徴はこの「何によって」測るかであり，こ

の「何によって生活の質を測るか」ということが各分野の各々の研究の中心的
課題となっている。

２．３ 「人々」とは誰か――社会成員の所与の形式とその問題
ここまで，「人々の生活の質を向上させる」目的を達成するための過程とし

て「人々の生活の質がいかにあるか」を把握するときの関心について，ここま
で暗に生活の質の水準を決定している対象は何かという点だけに言及してきた。
しかし，実はその対象に与る「人々」とは一体誰か，ということがその把握に
関わっている。つまり，「何を」（対象）を決め，それを「どんな基準で」達成
するかがある立場の規範理論の焦点となるが，「誰の」については開かれた形
式となっている。
たとえば，センは，この「どんな基準で」に関してたとえば，次のようなこ

とを述べている。冒頭で言及したように，センは世界のあちこちにある不正義
を認識しそれを取り除くことを従来の政治哲学（功利主義やジョン・ロールズ
の正義論を含む社会契約論的方法など）や厚生経済学などの研究の目標に取っ
て替えるべきと主張している。その議論の中で，現代の多くの政治哲学者がそ
の規範理論の焦点としているのは「平等」であると見る。平等に価値を置く思
想としてはふつう，英米圏の学界においてはリベラリズムが思い浮かぶが，そ
れに限らないとセンは言う。というのは，たとえば，「分配」の平等に反対す

４ よって仮に事実認識のレベルで問題があると，それを元にある規範理論が現
実に適用されるときそれに付随した問題を起こすことが考えられる。ただし，
これは，両者の関係で発生するもっとも単純な形の問題である。実際には，本
稿での以下の議論の中にもあるように，この関係に起因する問題は，事実認識
のおいての事情と規範理論における事情が結びつき，かつそれらが複層的に絡
んだ結果として現れる。
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る主張は，代わりに「自由」や「権利」あるいは「効用の扱い」の平等に価値
を置いているとみることができる。すなわち，平等の対象が違うだけで，平等
という概念に価値を置いていると彼は述べる（訳，２０１１，４１７頁）。
それはある面で首肯できるが，しかし，その見方には「誰の」に関する視点

が欠けている。著者は以前，これを取り上げ，この形式の外に何であれ何かの
平等に与る「誰か」の確定が重要であると論じた（大山，２００３）。たとえば，
分配の平等を考えるとき，そこから誰かを分配に与る成員から除くことができ
れば，平等の議論は研究者の立場で任意に関心ある集団を設定して平等を論じ
ることができる。すなわち，成員の外に誰かを排除することで不平等を現実の
世界に置きながら平等の理論を堅持することも可能となる。具体例を挙げると，
白人の間での平等を考えると同時に黒人は除外するとか，男性の参政権につい
て平等を考えると同時に女性はそこから除外するという状況がこれにあたる。
この「人々」は誰かという問いは，特定の何かについての平等の議論に限らず，
規範理論一般に対して向けられる問いであり，またそれらの最も重要な点であ
る。これに言及しない規範理論は多々あるが，それらは当該社会の成員を形式
上所与としている，とここでは抑えておく。
この社会の成員の所与性は，人の集まりに関する議論では必ず付随する性質

であるのでそれ自体に問題があるわけではない。ただし，それがどんな種類の
ものであれ，現実の任意の社会に接続されるときに，すなわち政策として実施
されるとき，実際に成員／非成員が外延的に示されることになる。したがって，
社会についての議論のレベルではその適用時に確定する成員は単にある人間を
示すにすぎないので成員確定について恣意性を帯びている。よってたとえば，
ある社会を想定して特定の権利について議論し，一定の内容の権利が導かれ，
それば法制度等により実体化するとしよう。それに与ると期待していた人はそ
の時点で蚊帳の外に置かれることがあるかもしれない。選挙権の歴史はその一
例である。
つまり，成員所与の形式はどんな規範理論であれ，ある規範が現実に適用さ

れるとき，その人々（の範囲）が実際に確定するのである５。この形式上の成

５ もちろん，論者が想定している理論上の人々（の範囲）があるとして，その
理論が適用される時点での実際の人々はそれと異なることもあるだろう。
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員の所与性は理論の持つ要素として，これが現実の世界と接続される時点で問
題を産み出す可能性がある。「人々は」とか「すべての人は」という語りには
常にこれが付きまとっている６。したがってある規範理論研究者が現実世界に
対してその内容の対応を確実なものにしようと意識した場合，具体的に世界に
存在する誰に対してかを示す必要がある。もちろん，始めから対象を特定して
の議論もありうる。仮にそうした場合，その示した誰かについての決定やその
判断自体が規範的な議論の対象になる。たとえば，ロールズの『正義論』に向
けられる批判の一つがそれである。
ロールズは，正義に基礎付けられた社会のルールの導出を試みている。その

原理は，自らをロック，ルソー，カントという社会契約論の系譜に位置付けて
いるように，「社会契約」にある。社会契約論は，社会が契約によって成立し
ているということを理念としている。よって，社会のルールを契約として導出
する。ここにある問題は，ロールズの理論構成を見ても明らかなように，決し
て，社会の成立において契約は実質的に作用していないということである。言
いかえると，社会の成員を決める段階では契約は作用していないのである。分
かりやすいように，具体的に社会が生成される段階を考えよう。例えば，５人
の人間がいる世界から作られる（２人以上の）社会のあり方の数を考えよう。
ⅰ ３人と２人の社会による世界のあり方の数は，５C３＝１０通りある。
ⅱ ５人の社会による世界のあり方は，１通りある。
よって，世界の（２人以上の）社会のあり方は全部で，１１通りとなる。つま

り，もし世界にいる人間が全員で５人として，誰もが２人以上の社会を作ると
すると，その世界のあり方は１１通りあることになる。もし社会契約論が，社会
の生成の段階を理論の対象にしているなら，少なくともこの１１通りの社会のあ
り方の可能性から言及し始めなければならない。ところが，社会契約論と呼ば
れるものは，具体的にはルソーでありロールズであるが，成員が所与となった
社会を前提に議論が行われる。この観点から社会契約論の「社会」を解釈する
と，社会（の成員）は所与であることが分かる。そうして所与の成員の間での
契約として社会のルールの導出を図っている。
このことから逆に，ロールズの正義論にしろ，それが繋がれた過去の社会契

６ これは後で取り上げる「権利をもつ権利」に関連する事態である。
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約論の数々は，その理論自体の名称に関わらず，実はそれを決定する内容を備
えていないことが分かる。では，肝心の成員はどのように決まるのだろうか。
社会の成員の所与性により，実質的に理論内部では決まらないので，論者が理
論とは独立に想定しているか，理論を解釈する人がその人の立場で与えること
になる。具体的には，『万民の法』のロールズがそうであるように，政治「哲
学」といえども大体現存する任意の国家を枠とした国民全体を想定しているこ
とが多い。『正義論』のその理論を評価した論者が，ロールズ自身が『万民の
法』で社会の成員を国家で仕切られた任意の国民とした点を批判することがあ
るが，そのことは『正義論』の理論から予見できたと筆者は考える７。
ちなみに，ロールズがその論敵として置いた功利主義ははじめから理論内部

に「誰の権利か」，「社会を構成するのは誰か」の議論を含んでいない。すなわ
ち，対象とする社会やその成員は所与となっている。よって，理論が現実世界
に適用されるときに，論者あるいはその利用者により恣意的に権利主体が決め
られる。

２．４ 「人々」の境界と「権利をもつ権利」――成員所与の形式と成員資格
この「人々」という成員の所与性は，アレントの言う「権利をもつ権利」に

関係する。２０世紀前半の近代国民国家群の変容とともに産み出される無国籍者
の存在を論じる上でアレントが用いた概念が「権利をもつ権利」である。それ
は，アレントの著書『全体主義の起源』の第二部「帝国主義」において議論さ
れている。本稿では，その歴史性を取り払いより普遍的に政治哲学的概念とし
て分析しているベンハビブの議論を紹介する。
ベンハビブはまず「権利をもつ権利」の中の前半と後半の「権利」概念が同

７ このロールズが「万民の法The Law of Peoples」と付けたタイトルの中身は，
実質的に「万国民の法」であったわけだが，そもそも『正義論』ではそこでの
成員を外延として指示していないし，その社会の生成や成員の決定過程を説明
する論も含んでいない。あくまで社会の成員は所与である。ロールズの『正義
論』における社会契約の内容は，一見，社会契約論の系譜より複雑な側面を持っ
ているが，成員自体は理論内部では決まらず，やはりロールズが理論とは独立
に想定しているか，彼の理論を解釈する人がその人の立場で与えるかに行き着
く。それについては大山，２０１４を参照されたい。
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じ語法のものかを問うことから始める。「権利一般を付与された人格として他
者に認められる権利は，そうした承認のあとで与えられる権利と同じ地位のも
のなのだろうか」（ベンハビブ，訳，５２頁）。
まず「権利をもつ権利」の後半の「権利」という語法は人類それ自身に向け

られたもので，われわれに何かの人間集団における成員資格を認めるように要
請するものである。この意味で，成員資格への道徳的要求と，その成員資格へ
の要求と両立しうる何かの形式の処遇であると説明する。
それに対して前半の「権利」という語法は，この優先的な成員資格の要求の

もとで組み立てられている。権利をもつということは，その人がすでに組織化
された政治的および法的共同体の構成員であるときはその個人に一連の行為に
関与する，もしくは関与しない資格を与え，そうした資格付与が相互の義務を
つくりだしている。権利と義務は相互の関連し合っている。こうした権利はす
でに法的共同体の成員として認められた人々のあいだで生まれるので，「市民
の権利」と呼ばれているという。
したがって「権利をもつ権利」という語句の後半の「権利」という語法は，

前半のそれとは同じ語法ではないという。そして権利の担い手として承認され
る要求が向けられる他者（たち）のアイデンティティは曖昧模糊としたものな
のである。ある人の権利の担い手としての地位は，その人の成員資格の承認に
よって左右される。それでは，だれがそうした承認を付与あるいは留保すべき
か，とベンハビブは問う（ベンハビブ，訳，５３頁）。
以上のベンハビブの分析から本稿の考察にとって重要な要素を抽出すると，

実質的内容をもつ諸権利は成員資格が前提となっていて，その成員の決定は本
稿での焦点である規範理論における「人々」にあたり，それは「生活の質を向
上させる」のは誰についてか問う部分は理論的に開いている，ということである。
規範理論が対象とする主体を理論上「人々」と一応は表現するとして，規範

理論研究者が理論上想定する「人々」に該当する人間があったとして，それに
言及する研究者はまた違う人間を想定することがあるだろう。また，それを現
実に適用する時点で実際に対象となる「人々」に該当する人間がいることが分
かる，あるいは確定される。現実にこの部分は，規範理論を政策として実施す
る体制や組織に委ねられるだろうと，ここでは言っておく。
「人々の生活の質を向上させる」という形式の諸規範理論の「人々」の外延
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が開かれていることは，幸福や福祉，またそれらを担保すると考える何か，
財・サービス，それらの効用水準，それらのケイパビリティ８，社会的基本財，
その他何であっても，その対象が現実に適用されるときにそれに与る主体が確
定するということである。
先に進もう。次に，明確な形でなくても，同じ土俵にあるはずの人間が，実

質的には枠外に置かれていることについて論じる。そしてそれは，幸福や福祉
を測る研究が扱わない部分である。というのは，そのような研究においては，
質の違いでなく，量の違いしか扱っておらず，量の違いなら再分配政策で改善
される存在として把握されるが，その限りでしかない。しかし，アレントの言
葉「権利をもつ権利」のない状態に置かれたり，またまさにそういう主体とし
て扱われる状況がある。幸福や生活の質を測定するためにそれを決定する対象
やそれによって測定した結果を受けての再分配や福祉等の政策的な対応など一
連の諸行為の中に，「人々」は誰かという視点は一切ない。
では，具体的な社会の成員として，明に暗に，当然対象としているはずの成

員の範囲でも，それは単に形式であり，実質的に主体の外に置かれている問題
を取り上げる。それを「不正義」の状況と認識して，社会を対象とする規範理
論一般の重要な論点として扱う。

８ センは，福祉の平等の達成のためには，効用という心理的結果でなく，また
所得や財・資源という手段でもない，福祉の直接の構成要素である「機能（func-
tioning）」を考慮すべきだという。「機能」とは，人が財を用いて実際に何をな
しうるか，どういう状態になれるのか，ということを意味する。たとえば，身
障者は自転車を所有しても乗り回すことはできない。よって，その人の福祉の
評価において，自転車という「財」を所有することと異なる，自転車を乗り回
すこと（つまり，移動する能力）＝「機能」にまで注意を向ける必要があると
いう。そしてこの機能の集合が「潜在能力（capability）」である。「潜在能力」
とは人が自分の持つ所得や資源で何ができるかという可能性を表すとともに，
その人がどのような生活を選択できるかという個人の「自由」をも表す（Sen,
１９８５）。
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３．事例にみる「不正義」の状況

３．１ 被曝線量の二重基準と上限の引き上げ
北海道新聞によると，北海道電力泊原発で重大事故が起きた場合，北電社員

と協力会社の社員の計５７５人が，２０１１年３月の東京電力福島第一原発事故の収
束作業のような高い放射線量下でも作業に従事する意思を示しているという９

（２０１６年１０月１７日付）。これは法令改正に伴い，国が２０１６年４月から緊急時の
作業員の累積被曝線量の上限を１００mSv（ミリシーベルト）から２５０mSvに引き
上げたのを受け，意思確認したものである。
原発の労働者には，放射線業務従事者として電離放射線障害防止規則により

被曝線量の限度基準が設けられており，年間５０mSvが限度とされていた１０。一
般の人は１mSvなので，その５０倍であった。ただ「緊急作業」には年間１００mSv
と定められていた。しかし２０１１年３月に起きた福島第一原発事故を受けて，厚
生労働省の省令により「とくにやむを得ない緊急の場合」として，この事故の
復旧に限り，緊急事態宣言が解除されるまでの間，限度基準を年間２５０mSvと
する特例が設けられた。また，福島第一原発事故の処理に従事した労働者に対
しては，他の原発での被曝労働を可能にするため，年間上限の５０mSvを適用し
ないことが，厚生労働省から通知された（今野，２０１１，７３頁）。
すなわち，元々福島第一原発事故を受けての特例は，法令改正に伴い，福島

第一原発事故の処理に限らず，今後起こりうる緊急時の作業員の累積被曝線量
にも拡張され，その上限を１００mSvから２５０mSvに国が２０１６年４月から引き上げ
たのである。

９ また，他にもこうした意思確認は原発を持つ各電力会社で行われ，川内原発
２号機（鹿児島県）が稼働中の九州電力は川内で社員と協力会社社員計７４０人，
玄海原発（佐賀県）で同６１０人の同意を確認，伊方原発（愛媛県）３号機が稼働
中の四国電力も同６５０人の同意を取り付けたという（北海道新聞，同）。

１０ ただし，これまで被曝線量の上限が厳格に守られてきたかというと疑わしい。
日々の原発作業での管理は杜撰であり，原発を渡り歩く「原発ジプシー」と呼
ばれる労働者の被曝線量が合算して管理されていたことはない。東京電力福島
第一原発事故後においてもその事故処理で鉛カバーを使った被曝隠しが行われ
ていたことが発覚している（２０１２年１２月９日付朝日新聞）。

幸福の増進から不正義の消去へ

７９



この法令改正の意味を考えよう。まず，労働の二重の基準を前提に原発の稼
働がある。これは，なぜ一般の基準があるのかを考えれば，上限拡大の適用を
受けた労働に従事する労働者が，倫理的な主体の扱いから排除されていること
を意味する。そしてこの原発労働が産み出されることは，異常な労働（の需要）
の創造であり，それがなぜ産み出されるのかを考察するには，幸福測定研究の
視野にはない社会的構造や過程に注目しなければならない。

３．２ 行政による「排除アート」の設置
東京新聞によると，東京都渋谷区道玄坂の複合施設の二階をつなぐ渡り廊下

の下は地面が波状に起伏し，断面が斜めにカットされた高さ１０センチ前後の円
形や四角形のオブジェが１００個以上立っている。またJR大森駅近くの品川区に
ある歩道橋の下は，高さ２メートル近い白い柵で囲われ，扉には南京錠がかか
り，内部は南極の海をイメージしたような石のオブジェがならび，その間にペ
ンギンやイルカの像が設置されている１１（２０１６年１２月１５日付）。
これは俗に「排除アート」と呼ばれ，ホームレスの排除を目的として行政に

より意図的に設置されたアートである。行政の立場からは，街からホームレス
を排除しながら同時にアートにより景観の向上を図ることができる。それ自体
問題であるが，社会構造として捉えると，排除アート設置により，景観や美観
などの幸福構成要素の評価の上昇が起こり，それは「幸福度」なるものの増進
になる。この因果関係は，政策当局からすれば何かに貢献したことの証になる。
しかし，この政策の実施は不正義そのものを産み出しているのである。すなわ
ち，それが何かの良さを表していると規定した数値を上げることが，不正義を
産み出すことでなされているのである。そして，幸福すなわち生活の質を向上
させることが不正義によってなされているならば，これを矛盾なく表現するた
めに成員資格の有無という区別を導入し，成員資格のない人を排除しながら，
成員資格のある人の生活の質を向上させると言うしかない。
誤った事実認識に基づく規範理論は問題を引き起こすと述べたが，それがこ

１１ 「排除アート」という呼び名はともかく，その存在は関係者の間では昔から知
れ渡っている。筆者は１９９０年代に大阪で目にしているし，東京でも１９９０年代の
早い時期にあったと思われる。
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こに形式として該当する。形式と述べたのは，それが分かった上で意図的にな
されているからである。幸福測定研究において，人々の幸福度を向上させる弊
害に，行政組織のインセンティブの無さがある，とフライとスタッツァーは指
摘している（訳，２４５頁）。これは，幸福度を表す数値を上げることを実際に行
う積極性が行政になく，その場合行政の無作為や怠惰ということになる。これ
は，幸福度を上げることを規範的目標におく幸福測定研究の立場としては拙い。
それに対して，ここでの事態は幸福度を表す数値を上げるために，不正義を意
図的に行っていることになる。この理解には具体的な行政組織を利害や動機を
もった存在とみる視点が必要であるが，詳しくは後で触れる。

４．「不正義」と幸福測定研究の方法の問題

ここでは，「幸福」とは何かについて考察を行うことから始めたい。本稿が
その方法に疑問を持つ幸福測定に関するある報告において，その報告を依頼し
た当時フランス大統領のサルコジは次のように記している１２。「委員会の報告に
対する，ジョセフ・スティグリッツ，アマルティア・セン，ジャンポール・
フィトゥシのコメントのなかに，次のような文章があるのに私は気づいた。
「GDPの平均が増大しているのに，たいていの人びとが自分は以前より貧し
くなったと感じている理由の一つは，実際に人びとが貧しくなっているからで
ある」」。この言い方は曖昧であるが，GDPが幸福に影響しないというだけで
なく，（おそらくサルコジ大統領の意に反してこちらの方が重要なのだが）幸
福測定が前提にしている，幸福が何かに規定されているということを否定する
考えが現れている。貧しいと感じるのは貧しいからということは，貧しいこと
の反対が幸福であるとするなら，幸福であると感じるのは幸福であるからとい
うしかなく，他の何かで説明できるものではないということである。筆者もそ
う考えるが，しかし，ここまでに見てきたように，幸福測定研究は，研究者
各々がその要素や規定するものを想定してそれを突き止めるという作業を行っ
ている。本稿は「幸福」を定義したり，説明すること自体に関心はないが，幸

１２ スティグリッツ他，訳，２００５。この報告は，従来の幸福測定研究の構成対象
を見直すことを目的とした研究の成果である。特にGDPが幸福度に影響してい
ないということが見直しの理由に挙げられている。
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福測定研究の方法の中に見られるそれらについて，その影響を議論する必要の
ために考察する。

４．１ 幸福測定研究の形式における様々な恣意性
幸福の測定一般の方法，すなわち，「幸福を規定するものが何かを研究者が

見つけ，それを基準に幸福なるものを測る」方法には多くの恣意性が介入する１３。
まず，前述したが，「誰の幸福か」の決定についてである１４。幸福測定研究に

おいて，「誰か」に当たる規範の内容に与るいわゆる「成員」の決定や扱いに
おいて恣意性がある。社会を対象にした規範理論は，実際に現実社会に関係す
る段階において「人々」の外延に該当する人を決めることになるが，場合によっ
てそれは同時にそこから除く人が決められることを意味する。これが一つ目の
恣意性である。
また，成員として認めた人間についての扱い方において，彼らには多様なア

イデンティティがあるにも関わらず，特にある空間（土地）の人間をひとまと
まりにして，それを対象とする集団全体にいくつかの特徴を貼り付ける１５。こ
こには，まず空間のとり方に恣意性がある。またそうして決めた空間の人間を
ひとまとまりにして一様な特徴を探すという目的に合致するようにいくつかの
特徴を探し求めることになる。しかし，例えば，人のアイデンティティを特徴
づける項目は，身長，体重，年齢，性別，性格，家族構成，所得，職業，趣味，
特技，学歴，得意科目，使用メディア，宗教，母語，政治思想，参政権の有無，
文化等，１０や２０はすぐに挙がる。例えば，１０の項目について各々３つの分類を
行えば約６万通りの組み合わせ，２０の項目について行えば約３５億通りの組み合
わせがある。幸福測定研究において取り上げるアイデンティティはそのほんの
いくつかである。そこには注目する人間の特徴を選択する上での恣意性がある。

１３ 先述の通り，本稿では「幸福」と「福祉」と「生活の質」を，それらを測定
することを目的とする諸研究における語法に従い，同義語として使っている。

１４ これは後に検討するが，「誰がそれを決めるのか」と表裏一体になっており，
この部分は「統治」に関連する。

１５ 具体的には，市町村，都道府県，国家など現行の行政単位が選ばれる傾向に
ある。これは後述する幸福測定研究における「統治」側面の無視と関連がある。
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さらに，幸福を構成するとされる対象についてである。取り上げる対象の取
捨選択において恣意性がある。
以上のように，仮に幸福測定研究の形式を認めたとき，その中に様々な決定

が含まれており，それらは研究者に委ねられる。これは幸福測定研究が測定し
ようとする幸福なるものが，幸福測定研究者の目論見とは反対に彼らの創造の
産物という性質を示していると思われる１６。

４．２ 「一個人」の幸福から考える
４．２．１ 幸福が個人に帰属することの無視
幸福測定研究の幸福概念から離れ，規範理論一般の観点から，一個人と幸福

の関係について考えてみよう。フライとスタッツァーは，幸福の構成要素に関
するある議論を，人はノーベル賞やオリンピックの金メダルをとれば幸福な気
分になるだろう，という話から始めている（訳，１１３頁）。これは彼らには当て
はまるかも知れないが，果たして一般的だろうか。それに価値を認めている人
ならそうであろうが，認めていない人ならそうではない。たとえ世間が認知す
る賞であっても，何かに価値を認めるかは個々人の判断による。よってその記
述は幸福のありかを，何か集団的なものに認め，個々人には認めていない。こ
れは幸福測定研究一般に散見される。
しかし，それはとりあえず脇において，幸福は何らかの構成要素からなると

いう幸福測定研究の背景にある幸福概念を受け入れた上で，幸福はあくまで
個々人の感じるものであるという姿勢を忠実に貫徹することを考えてみよう。
それを推し進めると，以下で見るように，最後には一個人において幸福を構成
するさまざまな具体的な状況の特定作業に行き着く。それは，幸福を構成する

１６ 筆者からみれば得体の知れない数値を追い求める幸福測定研究のこのような
態度を表現するものに「擬数主義」が思い浮かぶ。例えば，どの特定の実数も
他と判然と区別できるが，そのような性質をもつ概念を擬数的（arithmomor-
phic）という。しかし，「…われわれの思考は，獲得した観念を必ずしもつねに，
擬数的概念に変換することができるわけではない」（ジョージェスク―レーゲン，
訳，５９頁）。ジョージェスク―レーゲンは擬数的境界をもたないものとして，
「善」，「公正」，「見込み」，「欲求」などの，人間の判断にとって最も重要な概
念が含まれるという。
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それらの状況の幸福度との結びつき自体にさまざまな事情や理由が関わってい
ることを示している。そして，その事情や理由を考察するときに，幸福測定研
究が幸福を測定する要素としてみる対象の結果だけでなく，そこに至った過程
的側面を考慮せざるをえないことになる。
例えば，幸福測定研究が想定する主要な構成要素である「所得」を取り上げ，

まず，所得の評価を個人がどう行っているかの可能性を考えてみよう。以下で
は，所得の単位を通貨に限定して話を進める。所得と幸福度を結びつけるもの
はまず，その「額」が思い浮かぶ。今，ある人間の目の前にある現金通貨そし
て自分の口座に確認できる預金通貨を合算した額について，彼は何を思ってい
るだろうか。その額に笑みを浮かべ，額自体に満足を感じている人がいるだろ
う。また，進行するインフレを考慮し，実質価値の減少を気にしているかもし
れない。ほかにまた，インフレを実感したとして，通貨価値の低下を心配した
上で，購買意欲を増したり，通貨をそれ以外の何かに換える気持ちを強く持つ
人，逆に，通貨価値の低下を心配した上で，今後のさらなる節約を意識する人
がいるかもしれない。あるいは，インフレという穏やかな状況の進行ではなく，
ハイパーインフレやデフォルトを予想し，ほとんど通貨の価値を感じていない
かも知れない。また，逆にデフレを実感している人がいるかもしれない。さら
には，そもそも通貨と物価の関係を考えない人，例えば通貨を働いて稼ぎ，生
活の中で必要に応じて単に使っている，いわば生活の手段以上に意識しない人
もいる。
このように，所得の向こう側にあるその評価を構成する貨幣観一つをとって

も個々人それぞれさまざまでありうる。しかもここには，額という結果だけで
なく，そこに至る過程やそれに関連した将来予想が関わることもあるだろう。
個々人の幸福なるものが各々の具体的状況の中で，所得等から影響されている
としても，幸福測定研究の突き止めようとする「幸福」なるものは，それと同
じものではあるまい。幸福測定研究が「所得」を幸福構成要素として取り上げ
るのはせいぜいその「額」でしかない。しかし，そのアプローチで幸福を測ろ
うとするならば，一個人において幸福に影響するさまざまな具体的な状況の特
定に行き着かざるを得ないのである。そうして言えることは，繰り返すが，幸
福は個々人各々の世界観や世界認識に依存しているということである。
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４．２．２ 狭い世界観の影響
つまり幸福測定研究は，個々人の世界観を歪めた形で幸福度なるものに反映

させているのである。そしてこの世界観は，幸福測定研究が考えているよりも
はるかに複雑である。例えば，幸福測定研究が対象とする何らかの分配対象が
ある人の目の前に置かれたとして，それがどういう経緯でそこにそうあるのか
を彼は考えることができる１７。ガルトゥングは，人権論のもとで行われる資源
の再分配の議論―これは幸福測定研究の規範上の目的に同じ―において，分配
のあり方に関しては問題になるが，その分配を誰が決定するか，すなわち分配
に関する決定権力については全く問題にされないと指摘する１８。「そこでは個人
がなにをもち，なにをすることができるかには言及されているが，彼らがなに
をもち，なにをすることができるかを決めるのはだれか，あるいはなにか，に
ついては言及されない」うえ，「とりわけ資源配分に関する決定権力は，公平
に配分されていない」と述べる（ガルトゥング，訳，５８頁）１９。これは現実世界
では，人々の生き方に影響を与える「統治」に関わる側面である。ここには様々
の論点があるのだが，幸福測定研究においても統治の側面が捨象されているこ
とが分かる２０。これは幸福測定研究での構成要素の選択の恣意性という問題の

１７ 重要なのは，これを考えない人もいるということである。すなわち，個々人
の世界観は個々人に依存し，ある人が考えることを考えない人もいるのである。

１８ ここでの「分配」は訳書では「配分」が充てられている（原論文ではdistribution）。
「分配」と「配分」の使用の区別について，これらを区別する理論的枠組があ
ればそれは有効であるが，幸福測定研究については理論枠が明確でなく，また
そもそもその対象が事前に定まっていないので意味がないと考える。よって本
稿では，「分配」と「配分」の意味を区別せず使っている。なお，理論枠が明確
な場合，「配分」は生産前の資源について，「分配」は生産後の産出物や所得に
ついて使われるが，実質的には一回限りの生産過程の描写しかしておらず，そ
れは現実世界の認識には程遠い。

１９ この観点がセンにないことは前述した。それが，彼が各国要人に近い立場で
の研究を好むことと関連すると考えられないか。

２０ これに関してガルトゥングは「…純粋に形式的意味での投票権をのぞけば，
力を測定すること自体が非常に困難なのである」と述べる（ガルトゥング，訳，
５７頁）。
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次元のみでなく，社会を対象とした規範理論における世界認識の問題というよ
り広い視野で理解しなければならない。
これに関して，フライとスタッツァーは幸福測定研究がその重要な項目とし

て従来あまり考えてこなかった統治に関心を示し，それを幸福測定研究に取り
込んでいる。つまり，統治を，政治経済プロセスと「幸福」，政治体制と「幸
福」，政治参加と「幸福」というように特定の集団の幸福関数の変数として，
先に示したようなさまざまな問題を抱えた幸福測定研究の方法の中に取り入れ
ている（訳，第Ⅲ部）。それは幸福測定研究上での統治制度の特定の接近では
あるかもしれないが，統治のあり方一般を含む世界認識への接近とはなってい
ないため，決して「不正義」の状況を把握することはない。
また，幸福測定研究におけるその統治の側面の無視と要因は同じであるが，

その方法がスナップショット的であることで社会の認識における「過程」の捨
象とつながっている。すなわち，ある時点での資源や所得，資産，ロールズの
社会的基本財など―これらは研究者の関心に依存する―を規範的判断の材料と
し，ある範囲の社会のその成員間の「ある瞬間の」分配状況の把握とそれをも
とにした再分配という議論の形式は，そのような断片を示す社会全体のあり方
への理解を狭める。その結果，社会を対象にした規範理論の関心を存在する諸
問題の中の特定のものへ誘導したり，人々の一部のみの利害に関するものへと
変形させる影響があると考えられる。その一端が不正義の放置や生成に現れて
いる。

４．３ 規範理論の不正義の状況への関与の構造
先に，ある規範理論の前提となる，それが現実世界に接続される基準となる

事実認識に間違いがあればその規範理論の政策的遂行は問題を起こすと述べた。
事実認識に「間違い」がある場合当然そうなのであるが，これまで見てきたよ
うに，幸福測定研究の事実認識部分には研究者の決定に委ねられる恣意性が
多々あるので，規範理論遂行による問題の発生の理由が，事実認識における間
違いだけでなく，意図的なものである余地がある。
前節でのガルトゥングの論文の引用箇所に続く部分で彼は，次のように述べ

る。「換言すれば，人権は通常，パターナリズムと両立しうるものと考えられ
ている。このパターナリズムのもとでは，権力保持者は配分を決定する究極の
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権力以外のものを配分し，権力構造をなんら変化させることなく平等を実現す
ることができる。今日の多くの反体制，反権威的反乱は，まさにこの点を問題
としているのだということに気づいている人がいかに少ないかをみるのは，心
が痛む。つまり，譲歩では十分ではなく，平等でさえ十分ではない。基本的に
重要なのは，いかに配分に関する決定がくだされ，いかにそれが実施されるか
ということなのである」（ガルトゥング，訳，５８頁）。たしかに，人々の分配状
況を評価しその再分配のみを焦点とする規範理論の姿勢がパターナリズムと両
立しうるとの認識は重要である。またさらに，そのような規範理論の立場が，
人々のパターナリズムの受け入れを当然のように前提として社会を鳥瞰してい
る態度の認識も重要である。さらに，それだけでなく，人々の側の多くがパ
ターナリズムを受け入れていることの認識も重要である。というのは，以下で
見るように，多くの人がそうであるという事実が，別の問題を生成し，継続す
ることに影響しているということの理解へ繋がるからである。
つまり，ここまでの議論を振り返れば，社会を対象にした規範理論がパター

ナリズムと両立しうるとのガルトゥングの指摘よりもさらに深刻な状況が生み
出される条件がそこにある。それは，「人々」の選別は意図的になされ，ある
人間を排除しパターナリズムの枠外へと追いやりながら，成員についてパター
ナリズムを維持するということである。ガルトゥングは，資源や所得の分配に
限定される多くの規範理論の背景にあるパターナリズムを多くの人が認識しな
いことを嘆いているが，その前にその事実を冷静に考えよう。そのような人間
にはこのパターナリズムの下での（再）分配政策はむしろありがたいと考える
だろう。統治のあり方を気にしない人間には，目の前に差し出されるものが
「幸福」なるものの判断基準のすべてであるので，仮にそのような人間が統治
や行政を評価するにしてもパターナリズムの下での分配だけがその評価の材料
である。
これを証拠付けるものの一つが，フライとスタッツァーによる，幸福測定研

究において政策当局の「見落とされたインセンティブ」への言及とその解釈で
ある。彼らは，幸福度を向上させる政策が期待通りになる条件の一つに，政策
当局が最適な政策を実際するインセンティブを有すること，すなわち「慈悲深
い」政策当局の存在を挙げている。彼らは，しかし現実にはそのインセンティ
ブが政策当局に欠けており，社会制度をそのインセンティブが生じるように設
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計する必要があると述べている。それは，幸福測定研究にパターナリズム的性
質をみる立場からは，フライとスタッツァーの考えはパターナリズム的姿勢を
自明とし，その正常化を働きかけていると理解できるが，そういう観点から，
統治の立場は，それを汲み取ってうまくやれば自身・自体を維持できうると考
えられる。
ここで重要なことは，このような誰かについての分配を決定する立場が一段

上に別にいるというような純粋にパターナリズムに付随する問題ではない。上
に触れたフライとスタッツァーによる政策当局へのインセンティブの強化は，
パターナリズムの徹底につながり，それにより分配状況の向上に繋がることで，
統治やパターナリズムを気にしない人にはむしろ歓迎すべきことであるし，そ
もそもそれを問題視する人がいないなら問題とする観点はそこにはないといえ
る。そう，ガルトゥングの認識のレベルからは，少なくともその状況に関係し
ている人間の立場にとっての問題は出てこないのである２１。
ならば何が問題なのか。その過程でその「人々」の選別が同時に行われるこ

と，そしてそれによって生じる影響の存在である。その結果，排除される人間
がいれば，その立場から問題があるといえる。

４．４ 事例との関係
例えば，幸福測定研究の想定する幸福構成要素には具体的に，景観や治安，

インフラなどがある。これらの項目は人々の幸福を構成すると考えるため，そ
れらの人々の評価値なるものの上昇は，幸福測定研究が規範の次元で考える政
策目標になる２２。先に見たように，パターナリズムを人々が受け入れていれば
入れているほど，分配対象を構成する景観や治安の「向上」，インフラの増強
は歓迎されると予想される。しかも，その過程や供給される統治的側面には関
心がない場合，はさらにそれが強まるだろう。このような条件では，統治側が

２１ ただし，オブジェクト・レベルにパターナリズム的行政に不満をもつ人間が
いれば，そこに問題をみる観点があり，それ自体が問題の存在を示す。そして
ガルトゥングは少なくともその一人であることは想像できる。

２２ このような考え方には「幸福関数」があり，それは「社会的厚生関数」を具
体化したものと想起すればよい（フライとスタッツァー，訳，２４３頁）。
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幸福測定研究の視点に立てば，それらの項目を介した幸福度の増進を図る動機
が存在する。他方，被分配の立場はそうした幸福度増進の政策はまさに彼らの
幸福度を増進するため，それを歓迎する。その動機や目的はもとかく，両者の
政策評価のベクトルは一致する。このように，統治側には統治側の事情と動機，
被統治側にはその多くの人々にある程度共通の事情と動機があり，その合成と
して景観や治安の「向上」や，インフラの増強が図られるだろう。
前節で取り上げた事例，「排除アート」の設置は幸福構成要素である景観や

治安の「向上」に，原発設備作業を前提とした「被曝線量上限の引き上げ」は
原子力発電の稼働や設置というインフラの増強に寄与すると思われる。それら
事例は，その過程で「人々」の選別を含んでいる。そうした，「人々」の選別
を含んだ社会状況の変化を介して，パターナリズムの下で救われる人間にとっ
ては，幸福の構成要素が向上することになるし，またそのため，統治の立場に
はそれを行うインセンティブが生じるのである。原発の立地地域にはこれまで
さらに，電源立地地域対策交付金等により，温浴施設や教育文化関連施設の充
実が図られてきた。が，それらは幸福構成要素を介してその地域の幸福度なる
ものを増進したであろうが，それを支えたものが先の一般と異なる被曝線量に
上限が設定された原発労働であり，それはさらに劣悪なものに置き換えられて
いる。

５．不正義の消去のための規範理論に向けて

ここまでの議論を，不正義の消去のための規範理論を考える観点から整理する。

５．１ 規範理論のもつ排除作用への留意
幸福測定研究にみられる，幸福度に反映される何らかの数値を上げるという

規範的目標が意図的にあるいは無意識に「人々」からある人間の排除を産み出
す。この作用はこれら研究が要素として考慮しない「統治」的側面と循環をな
している。というのは，規範理論では一般的に「政府」や「政策当局」という
メタ・レベルの政策主体を想定し，それらが政策を粛々と進め理論的結果を導
くように置かれる。現実には，それに対応するものは複雑な社会制度の中に置
かれ，そこに従事する人間の意図や利害が作用している。排除アートの例は，
その一端の現れと見ることができる。
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つまり，従来の研究が対象として無視している現実の統治に関わる働きが，
その関係者をしてある人間の排除と引き換えに幸福の測定値を向上させている
ということである。ここに研究（者）と行政や統治の共犯関係が見て取れる。
またこれは二重基準の対象である原発労働がなぜ存在するのかを考察すること
によってより詳細に排除がどのように産み出されているかを理解できる。被曝
線量の二重基準には統治が積極的に関わっており，その作用としての倫理主体
からの意図的な排除により原発の事故処理を含めた稼働の総体が可能となって
いる。研究者の立場や行政組織の行動などを含め，規範理論に付随する排除作
用に留意しなければならない。

５．２ 排除の構造の認識のために
たとえ幸福測定研究アプローチが適切に用いられたとしてもそれが明らかに

するのは当の研究者が考慮する項目についての分配の不平等であり，それが適
切に用いられたとしてできることは精々それらの再分配である。つまりその射
程は，何かについての分配／再分配の範囲で幸福度を向上させることである。
であるから，再分配で解決できることが研究の範囲であり，それができれば
上々ということになる。不正義なるものはその枠に収まらない現象であるので，
それには関知することができない。不正義は何かの再分配で解決されるもので
ない。何かの再分配で解決できる不平等だけを視野に置いていること自体，不
正義をあえて見ないことなのかもしれない。
行政や国家が関わる事業がそれだけで悪いわけではない。しかし労働基準を

変更してまで労働が必要となる活動は，それ自体として多くの問題を含んでい
るはずである。さらに，東京電力福島第一原発の事故の後，これまでほとんど
無視してきた原発の事故の可能性を考慮してか，原発労働での被曝線量の上限
の引き上げをあたかも本人の自由意志の下での選択として認めさせようとして
いる。しかしここには矛盾がある。そもそも何のために決められた基準なのか
を考えてみよう。これは「人々」からの実質的に排除される労働者を前提とし
た行政主導の事業であり，不正義そのものである。一般的形式における「人々」
の外を作り出しながらの事業である。「作り出しながら」とは構造的であり，
そのような暴力作用である。その認識をする方法を規範理論は備えていなけれ
ばならない。
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５．３ 不正義の消去のための規範理論
以上の要素を考慮した不正義の消去のための規範理論の要素は，まずそれが

接続される事実認識に関わる部分において，ある瞬間の描写ではなく，過程を
含めた認識が必要である。また，統治をも認識の対象にする必要がある。それ
はふつう規範理論において研究者＝理論家の立場と同一化して想定される。政
策当局だからということで「すべての人々への」慈悲深い行為のみのインセン
ティブを持つと仮定するのは誤りであるが，さらにその有無だけを視野に置く
のは誤りである。現実に政策当局を担当する人間は，そうでない人間と同様，
常に何らかについてインセンティブを持っているという理解が必要である。そ
れによって，実際にそのような行政主体・組織の行動の影響が先に見た不正義
の事例に現れていると理解できる。例えば，日本では見なれた風景となったが，
社会保障制度であるはずの生活保護の受給者への圧力は，「人々」の感情の何
かの形での表明を介しそれを行政が汲み取った末の構造的暴力として作用して
いると思われる。社会を対象にした規範理論の視野に，「都道府県別幸福度ラ
ンキング」などと称する研究はありえないのである。
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